カナダ・マニトバシュウ　ニ　オケル　ホゴシャ　ニ　ヨル　ガッコウ　ウンエイ　サンカ　ノ　セイド　ト　ジッタイ by 平田, 淳 et al.
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いものの，現在の正式名称は「Department of Education and Advanced Learning」である 。地方教育行政
を担当するのは教育区（school divisions）であり，公立小学校（elementary schools）及び中等学校
（secondary schools）の教育を担当している。州教育省のウェブサイト（Manitoba Education, 2016）に











写真（Renewing Education: New Directions – a Blueprint for Action）』を公表した（Liske, 2011）。当該文
書には進歩保守党州政府及び当時のクレイトン・マネス（Clayton Manness）州教育相のビジョンに基
づいて次の６つの政策的優先事項が列挙されている。すなわち，「新方向性１ 今日と明日に向けての
不可欠の学習（New Direction 1: Essential Learning for Today & Tomorrow）」，「新方向性２ 教育の標準
と評価（New Direction 2: Educational Standards and Evaluation）」，「新方向性３ 効果的な学校（New 
Direction 3: School Effectiveness）」，「新方向性４ 保護者と地域の参加（New Direction 4: Parental and 
Community Involvement）」，「新方向性５ 遠隔教育と科学技術（New Direction 5: Distance Education and 
Technology）」，「新方向性６ 教師教育（New Direction 6: Teacher Education）」である。これら６つの新
方向性の下位に 15 の具体的なアクションが提示されているが，本稿の関心である「新方向性４ 保護
者と地域の参加」に関しては，行動７から 10 までの４つのアクションが示されている。すなわち，
「アクション７ 保護者の要望に応じて，保護者や地域住民から構成される『学校リーダーシップの








「６．保護者や地域住民に適切で意味のある情報を提供する」である（Manitoba Education, 1994, p. 29; Liske, 
佐賀大学大学院学校教育学研究科紀要 第 1巻 2017年 
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2011, p. 39）。 
 こうした動きを受けて，1996 年には教育行政法（Education Administration Act, C.C.S.M. c. E10）及び
これに基づく「学校リーダーシップのための助言協議会規則（Advisory Councils for School Leadership 




 上述の通り，マニトバ州において 1996 年に ACSL という統一の保護者の学校運営参加形態が制度
化されることとなったが，従来の ACSLではない形態を維持している場合もある。マニトバ州におい
ては大きく分けて，保護者の学校運営参加組織としては，教育省の認識として次の４形態が存在して
いる。すなわち，ACSL，保護者助言協議会（Parent Advisory Councils: PAC），家庭学校協会（Home and 
School Association: HSA），そして学校委員会（School Committee: SC）である（表１）。 
 
表 1 マニトバ州における保護者・地域住民の学校運営参加の４形態 
ところで，保護者の学校
運営参加について，公立学
校法（ Public School Act, 
































































ACSL 規則においては，まず 3(1)で ACSL をすべての学校で設置し得るということが規定されてお
り，必置制ではないことが明記されている。ACSLを設置する際の手続きとしては，4(1)に「ACSLを



























































 リスク（Liske, 2001）によると，マニトバ州では，1935 年にはすでに保護者の学校運営参加支援を
州規模で組織化しようとする動きがみられていた。そしてそれは 1954年に「家庭学校保護者教員連盟
（the Home and School Parent Teacher Federation: HSPTF）」が設立されることによって結実した。その後
1995 年には，HSPTF は問題関心を保護者の学校運営参加を州規模で支援することに特化した組織で







ループの最高の実践を開発する‐（Resource Guide for Manitoba Parent Advisory Councils: Developing Best 






 MAPC は 2010 年の年次総会において，州教育相に対してすべての形態の保護者協議会の重要性と
権限を等しく求める決議文『マニトバ州におけるすべての公認保護者協議会の平等な地位（Equal 
Status for all Formally Recognized Parent Advisory Councils in Manitoba）』を採択した（Liske, 2011）１。そ
の影響もあってか，2012 年には，州教育行政における MAPC の位置づけと学校運営における保護者
組織の位置づけを高める法改正が行われた。それがいわゆる法律 14 号（Bill 14）「教育行政法及び公
立学校法改正法（the Education Administration Amendment and Public Schools Amendment Act (Parent Groups 






























 ここまで見てきたマニトバ州における ACSLの制度化・法律 14 号制定の背景や制度設計，法令・政
策文書における保護者の学校運営参加の効果に関する想定，筆者によるサスカチュワン調査や関連す
る先行研究の分析結果等から，以下の５点を本研究の分析の視点として設定する。 






















協議会（school community councils: SCC）」について，保護者委員は選挙によって選ばれる公選委員と
教育委員会の任命による任命委員の二種類があるが，公選委員選出の際立候補者が定数を上回ること
がないため，実際には選挙を行わないケースや，委員のなり手がいないため既存の委員の固定化が生
じているケースが多いことが指摘された。あるいは，各学校で学習改善計画（Learning Improvement Plan: 








で公立小学校・中学校・高校数がそれぞれ 20,302 校・9,637校・3,604校３であり，平成 27 年４月１日
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見出してきた（Dutteweiler & Mutchler, 1990; Murphy & Beck, 1995；平田，2007）。他方で，マニトバ州
における保護者の学校運営参加を研究したリスク（2011）は，多くの先行研究が保護者の教育参加が
子どもの学力向上に直接的に関連すると示唆している，と主張する。すなわちリスクは「ハーバード




























































































(1) 保護者協議会から ACSLへの移行 
 この点について，まず州教育省職員によると，従来の保護者協議会から ACSLに変わった数という
のがそもそも少ないということであった。例えばウィニペグ教育区に隣接するルイ・リエル教育区
（Louis Riel School Division）が管轄する 41 校６のうち，職員 Bによると保護者組織を ACSLとしてい
























































Council of the Year）」を受賞したこともあり，その意味で活発な活動をしていることが推測されるが，
主にどのような活動を行っているのかを聞いたところ，資金調達活動やクリスマス用の飾りつけ，祭
りの準備，パンケーキ・ブレックファーストやピッツァ・ランチ，ホットドッグ・ランチの準備等で

























































































































































ているのです。（MAPC 保護者委員 D） 
 
すべての校長は様々な話題について保護者と協議したと年次報告書に書くために保護者と




































































































































































ニトバ州の他には，現在では PEI 州とノバスコシア州，そして 2002 年以来各校に「学校企画協議会
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